
総社市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和３年３月１９日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第３号 

 

総社市税条例の一部を改正する条例 

 

 総社市税条例（平成１７年総社市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という。）に対応する同表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号

（以下「移動後条号」という。）が存在する場合には，当該移動号を当該移動後条号とし，移動号に対応する移動後条号が存在しない場合には，当該移動号

を削り，移動後条号に対応する移動号が存在しない場合には，当該移動後条号を加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（個人の市民税の非課税の範囲） 

第２４条 略 

（市民税の均等割の課税免除） 

第２４条の２ 次の各号のいずれかに該当する者に対しては，市民税の均等

割を課さない。ただし，これらの者が収益事業を行う場合は，この限りで

ない。 

(１) 法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人 

(２) 公益社団法人又は公益財団法人 

(３) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項に規定

する認可地縁団体 

(４) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人 

 

（市民税の減免） 

第５１条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者のうち市長において必

要があると認めるものに対し，市民税を減免する。 

(１)～(３) 略 

 

（個人の市民税の非課税の範囲） 

第２４条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市民税の減免） 

第５１条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者のうち市長において必

要があると認めるものに対し，市民税を減免する。 

(１)～(３) 略 



改 正 後 改 正 前 

 

(４) 略 

２及び３ 略 

 

(４) 公益社団法人及び公益財団法人 

(５) 略 

２及び３ 略 

 

 

附 則 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 


